(別添様式１- １)
平成23年度当初予算　　支出科目　款：教育費　項：特別支援教育費　目：特別支援教育振興費
	事業名:　子ども自立支援トータルサポート事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
教育委員会 特別支援教育課 特別支援教育担当・自立支援担当　
電話番号：058-272-1111（内3553･3557）

　　　　　　　　　　　　E-mail：c17783@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：22,680千円（前年度予算額：20,400千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　障がいのある子どもが自立や社会参加するために必要な支援を効果的に行うため、就学前から高等学校卒業後まで一貫した支援を行う。
①就学前から高等学校卒業後までの一貫した支援
・県・地区特別支援教育連携協議会の開催（県１回・６教育事務所毎に各１回）
・各学校への専門相談支援員の派遣
　・各特別支援学校のセンター的機能として相談、研修、交流事業を実施
②就学前
　　・就学前の障がいの早期発見早期支援システムのモデル構築を市町村へ委託
　③小中学校
　　・児童の障がい特性に応じたサポートシステムの構築
　　・児童生徒や保護者に対する発達障がいの理解啓発
　④高等学校

　　・高等学校特別支援教育推進委員会の開催（年３回）

　　・高等学校アシストチームの編成・派遣
　⑤特別支援学校

　　・教育コンテンツを蓄積するための創作教材・指導方法の開発
　⑥就労移行
　　・高等部生徒の企業内での長期間実習（７校）
　　・職場開拓（300社）、「働きたい!応援団ぎふ」登録制度の普及
	２　所要経費


1 就学前から高等学校卒業後までの一貫した支援　8,029千円
2 就学前　　　　　992千円
3 小中学校　　　2,537千円

4 高等学校　　　　735千円

5 特別支援学校　1,770千円

6 就労移行　　　8,617千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　３ 障がいのある人が個性を発揮して暮らせる地域をつくる

　　・就学前から高校までの一貫した支援体制を整備し、特別支援教育を充実する

　　・高等学校段階における就労サポート体制を確立し、就労の場を確保する

　Ⅲ 誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり

　　４ 障がいのある人が働き、活躍できる地域をつくる

　　・特別支援学校における就労支援を充実する
	２　これまでの取組状況


○就学前における支援として、障がいのある幼児の早期発見・早期支援の推進体制づくりを行うとともに、小学校等への円滑な就学移行を図るため、北方町、御嵩町、飛騨市において特別支援教育連携協議会(教育、医療、保健、福祉、労働等分野の県内有識者で構成)で早期発見・早期支援の計画を立案し、相談支援チームを立ち上げるなどのモデル事業を実施した。

○小中学校における自立支援として、障がいのある子どもたちに現れる困った感覚(困り感)に対処するため、支援体制の在り方の調査研究を行った。また、児童生徒や保護者を対象に、体験談や疑似体験を通して発達障がいの理解啓発活動を行った。

○高等学校における自立支援として、高等学校特別支援教育推進委員会(生徒指導担当校長及び各地域担当生徒指導主事等で構成)の設置や、理解啓発の研修会、中高連携会議を県内各6地区で開催した。

○特別支援学校では、外部専門家を活用し、障がいの重度・重複化、多様化に対応した教育コンテンツの研究開発に取り組んだ。

○特別支援学校高等部の生徒が卒業後、社会的に自立することを目指すため、研究推進校3校(大垣特別支援学校、中濃特別支援学校、飛騨特別支援学校)において、地元企業やハローワーク等関係機関との連携のもと、企業内作業学習を実施した。
○就労移行に向けた自立支援として、企業内作業学習の開発・導入や職業教育に特化した教育課程の編成等、社会的自立に向けた支援を行うための教育環境について検討を行うことを目的に、障がい者雇用を積極的に進めている県内企業、学識経験者、保護者、障がい者雇用関係機関等をメンバーとする「岐阜県特別支援教育キャリアアップ推進会議」を３回開催し、就労移行に向けた課題を協議した。

	３　これまでの取組に対する評価


○就学前から高等学校卒業後までの一貫した支援とライフステージ毎の重要課題への支援として、子ども自立支援トータルサポート事業に着実に取り組んだ。

○企業内作業学習については、研究推進校3校でモデル研究を行うとともに、地元企業やハローワークなどの関係機関とネットワークを構築した。就労支援を進めるシステムを推進するため、個に応じた職務設計や年間計画、指導体制づくりを進め、他校への拡大を図っていく。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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